


















































































































































































































































































































































????大学 96 225 27（281％） 846 54 98 235 37（378％） 970 79
短大 41 0 1
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分　野　名 女性 男性 計 分　野　名 女性 男性 計
1女　　　性　　　学 43 2 4521医　学　・薬　学 5 7 12
2家　　　政　　　学 35 2 3722自然科学（その他） 1 1 2
3人文・社会一般 4 4 823産業・技術一般 0 0 0
4心　　　理　　　学 22 11 3324農　林　・畜　産 0 0 0
5哲　学　・宗　教 20 20 4025水　　　　　　産 0 0 0
6歴　史　・地　理 33 22 5526商　業　・経　営 1 1 2
7政　治　・経　済 11 8 1927土　木　・建　築 1 0 1
8法　　　　　　律 30 15 4528機械・電気・電子 0 0 0
9財　政　・統　計 0 0 029交　通　・観　光 0 0 0
10社会問題・労働 10 5 1530通　　　　　　信 0 0 0
11社　　　会　　　学 59 29 8831コ　ンピュー　タ 0 0 0
12教　　　育　　　学 35 14 4932産業・技術（その他） 0 0 0
13文化人類学・民族学 7 7 1433芸　術　　一　般 0 0 0
14人文・社会科学（その他） 4 2 634美　　　　　　術 1 0 1
15自然科学一般 1 0 135音　　　　　　楽 1 1 2
16数　　　　　　学 1 0 136演　　　　　　劇 0 0 0
17物　　　　　　理 1 0 137文　　　　　　学 55 25 80
18化　　　　　　学 1 1 238芸術（その他） 2 0 2
19天　文　・地　学 0 0 039体育・スポーツ 8 2 10
20生　　　　　　物 3 5 840そ　　　の　　　他 10 5 15
回答者594名　　無回答者31名 計 405189594
出典：国立婦人教育会館「高等教育機関における女性学関連科目等の現況一平成5年度調査報告一」
調査することにより、大学における女性学教育の現状を把握するとともに、その
問題点を指摘することを目的としている。調査の対象については、前述の国立
婦人教育会館による「高等教育機関における女性学関連科目等の現況」に掲
載された担当者名を基にして送付者リストを作成、さらに紹介者とあわせて
512名に調査票を送付した。
報告書によると、女性学教育を実施することはどのような意義があると考える
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かという質問に対して、第一位回答は「男女平等社会の実現にあたって、大学
はその社会的責任を果たす必要があるから」という選択肢が最も多く全体の
62．3％を占めている。第二位回答は「女性の学生にとって、性差別への認識な
どの意識変革が、大学全体によい結果をもたらすであろうから」という選択肢で
全体の44．8％である。第三位回答は「男性の学生にとって、性差別への認識な
どの意識変革が、大学全体によい結果をもたらすであろうから」という選択肢で
全体の28．7％である。これらの回答は、調査票にすでに5つの選択肢が記述さ
れ、その中から選択された回答の数値である。その他の自由回答をまとめるとお
およそ次のようになる。
　女子学生の卒業後の人生選択に決定的影響を与える。女性は性差別に対する
意識を高め、周囲の通念、状況に気づき、行動が起こせるような視点と行動力
を培う。男女にとって国内外の現状データを知らせることが、大学教育の大き
な目的である。男女が共に人間らしく生きていけるような社会を構築するために
必要。性別にとらわれずに、自由に個性的に生きることを可能にする。自己の
教育を生涯続けていくためには、自分を知ることを前提とする。性別役割分担
の克服は、社会的な変化の必然的な方向である。なによりも学んだ学生自身の
エンパワーメントになりうる。学問の中にジェンダーの視点を入れていくための
第一歩。自分のキャリアについて深く考えさせ、勉学意欲を高める、等々である。
　学生のフィードバックについては、感想文の提出が最も多く、次いで授業中
に必ず質問の時間を設ける、授業の最初（最後）による小テスト、オフィス・
アワー、学生による授業評価の実施、小グループによるディスカッションなどで
ある。
　女性学教育の発展のための施策については、「専任教員を確保、スタッフ面で
の充実」という回答が最も多く（68．3％）、次いで「女性学関連科目を必修化
するなど、カリキュラムの中の位置づけを変更」、その他「ファカルティ・ディベ
ロップ（担当教員に対する教授資質向上のための研修）」「女性学教授法の理論
に関する研究」「教授の場の物理的条件の改善」などである。「教授法の場の物
理的条件の改善」とは、適切な受講者数の調整、机・椅子が移動できる教室の
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確保、AV機器の整備などのことである。グループワークやグループディスカッ
ションなどを行なうためには設備等の移動は欠かすことはできない。また教材に
ビデオを使用することもある。受講者の自発的姿勢を養うためにも、一方的にな
らない講義形式が女性学には特に要求されよう。
4．女性学教育の今後の課題
　女性学は、その発祥の地アメリカにおいては、ほとんどの大学で講座を開講す
るまでに普及している。大学ばかりではなく、コミュニティカレッジや高校・専
門学校にも広がっているような状況である。そして、その学問的地位は定着し、
女性学を専攻し、女性学で学位をとることが可能な大学も増えている。他方、
わが国の場合をみれば、今だ模索の状況とはいえ、これまで見てきたように着実
に大学での女性学開講講座は増加してきている。
　ところで、日本における女性学教育の今後の課題を考える時、裾野の広がり
すぎた女性学の概念と領域を、再検討し直すことから始めることが必要であるよ
うに思われる。勿論、そのためにも各学問領域でのさらなる研究の蓄積と関連
科目の連携が必要となるであろう。
　女性学をどのように捉えるかは、専門分野が異なる担当者各々によりさまざま
であり、女性学とは何かという問いにも、担当者の共通認識はいまだ模索の状
況にあると言ってもよいであろう。言うまでもなく、女性学を学習する上で、そ
の基礎的な概念や知識の習得は必要であろう。しかしながら女性学を一つの型
にはめた教授法や教育方法で統一してしまうことはこの際、あまりにも軽率と言
わなければなるまい。時代に応じ、また受講者に応じた柔軟な対応が求められる。
なによりも、受講者に自ら考え行動をするように促すことが肝要であり、そのた
めには、一方的な講義形式だけではなく、学生からの問題提起や討論の場を設
ける必要もあるだろう。テーマや講義内容については歴史的観点からの知識の認
識と同時に可能な限り今日の問題を取り上げ、男女が問題意識を共有できる工
夫が求められるであろう。世界の女性人口の3分の2を占める第三世界の女性
問題についても国境を越えて取り組んでいく必要があるだろう。
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　大学教育における女性学の位置づ赫については、大学の基礎教育である共通
科目として女性学を開講することが望ましいと思われる。女性学が、女性解放
運動、第二波フェミニズムから誕生したことは明らかではあるが、日本における
女性学教育は、これからの自分の人生を見つめ、この社会の中で生活していく
ためにどのような認識と意識をもったらよいかを問い直す機会を提供するもので
はなかろうか。今日までの性差別の知識や認識と同時に、男女が共に協力し、
尊重し合える「男女共同参画社会」への基礎学習として、教科の枠を越えた
「総合的な学習の時間」として大学での女性学教育を位置づけなければならない
と思う。言うならば、男女『平等』という意識ではなく、男女が『対等』に自
分たちの共生社会を志向する意識形成が求められるであろう。そういう意味では、
女性学は「人間学」ともいえる総合学習の場ではなかろうか。
　1996年国連開発報告書（U　N　D　P）によると、教育、健康な生活水準など
一般的な人間開発指数で見れば日本は3位だが、それを男女間格差・不平等で
調整したジェンダー開発指数で見てみると12位に後退する。さらに、女性が能
力を活かして、積極的に政治や経済における意志決定に参画しているかどうかを
みるジェンダーエンパワーメント（GEM）では、世界第2位の経済大国であ
るわが国は、なんと、E　U諸国、南アフリカ、中国などに抜かれて37位である。
　世界の国々と比較してみると、日本の女性のミゼラブルな社会的現状が見え
てくるのである。わが国社会の現況は、目指す男女共同参画社会からは程遠く、
女性が男性と対等の社会のメンバーとして認められてはいるとは、とても言えな
いであろう。それだけに今後、社会経済に関するさまざまな各分野を男女共同参
画の視点から見直し再構築していくためにも、女性学の発展が望まれるのである。
結びにかえて
　女性学が日本に導入されてまだ日は浅いが、実践的な学問である女性学に男
女共生社会へむけての動機づけとして、その貢献が期待されるであろう。性だけ
ではなく、国籍、年齢、障害の有無などによる差別をなくした社会の形成と経
済的・社会的・人格的に自立して貢任を果たし、それぞれの多様な生き方を認
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め合うことが求められる。女性の問題を解決していくには、社会の構成員である
男性の協力なくしては、考えられない。
　1998年4月には、日本で初めて比較文化専攻（比較文化分野、比較ジェン
ダー論分野）の大学院博士（後期）課程も開設された。アメリカの独自のプロ
グラムに学びながらも、日本の歴史、文化、社会に根ざした女性学教育の展開
を期待すると同時に、今後も女性学を通して自ら意識と能力を高め、政治的、
経済的、社会的および文化的にエンパワーメントできる存在となり、社会に参
画していくことが求められるであろう。
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